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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　「取締役会行動規範」に則り、株主・顧客・社員並びに社会の信頼に応える公明正大・自主
独立の事業経営を行う。また、内部統制に必要な体制を整備し、法令並びに諸規則を遵守す
る。

②　「ハイマックス企業行動基準」に従い、法と正しい企業倫理に基づき行動し、豊かな社会を
実現するよう、全役職員に周知徹底する。

③　コンプライアンス委員会を設置し、法令遵守の指導及び監視などを行う。
④　内部統制推進委員会を設置し、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づき

適正な内部統制報告書の提出に向け、財務報告に係る内部統制の整備を行う。また、継続し
た運用、評価及び有効性向上のための取り組みを行う。

⑤　監査室は、業務について適法性、妥当性の観点から内部監査を行う。
⑥　法令上疑義のある行為などに関する相談または通報の適正な処理の仕組みとして「内部通報

規則」を定め、法令遵守の実効性を高める。
⑦　反社会的勢力との一切の関係を遮断することを基本方針とし、担当部署を設け有事の際には

外部専門機関及び法律の専門家に速やかに報告・相談できる体制を構築する。

⑵　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務の執行に係る情報の保存方法及び保存期限などは、「文書保存規則」に従い管

理する。
②　必要に応じて、取締役、監査役、会計監査人などが閲覧可能な状態を維持する。

⑶　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　事業活動に伴う損失の危険の管理に関しては、各取締役及び執行役員が自己の分掌範囲につ

いて、規則に従い、取締役会及び経営執行会議で審議し、また、必要に応じて専門性をもっ
た委員会を設置するなど、事前に損失の危険の回避または最小化を図る。

②　緊急かつ重大な損失の危険が発生した場合は、「危機管理規則」に基づき、社長を本部長と
する対策本部を設置し、速やかに必要な対応を図る。

⑷　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　執行役員制度を導入し、取締役会による経営の意思決定及び業務遂行の監督と、執行役員に

よる業務執行に役割を分離し、意思決定の迅速化と責任の明確化を図る。

－ 1 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要



2021/05/17 15:39:25 / 20701860_株式会社ハイマックス_招集通知（Ｆ）

②　取締役会は月１回以上開催し、監査役も出席して議論することにより経営の監督機能の強化
を図る。また、業務の効率性及び正確性などを高めるため、分掌及び決裁の基準などを明確
に定める。

③　経営執行会議は月１回以上開催し、業務執行取締役及び執行役員などが出席して、取締役会
の決定した経営の基本方針と戦略に則り、業務の実行計画の策定と執行を行う。

④　業務執行会議を月１回開催し、業務執行取締役及び執行役員などが出席して、日常の業務執
行の統制及び管理を行う。

⑸　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①　子会社の管掌取締役を選任し、「子会社および関連会社管理規則」に従い、事業運営の監督・

指導を行う。また、経営上重要な事項を決定する場合は、当該規則に基づき、当社への事前
協議などが行われる体制を構築する。

②　経営執行会議及び業務執行会議には子会社の代表者も出席して、業務の進捗状況などの報
告・審議を行い、適切な対応を図る。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　子会社に緊急かつ重大な損失の危険が発生した場合は、「危機管理規則」に基づき、社長を

本部長とする対策本部を設置し、速やかに必要な対応を図る。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社グループの中期経営計画を策定し、当該計画の方針に従い年度計画を定める。
②　子会社の財務・経理業務を当社が受託し、当社グループの経営数値などを迅速に把握する。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

①　子会社は、当社と同様の「取締役会行動規範」を定め、株主・顧客・社員並びに社会の信頼
に応える公明正大・自主独立の事業経営を行う。

②　コンプライアンス委員会には子会社の取締役も出席して、当社グループの法令遵守の指導及
び監視などを行う。

③　内部統制推進委員会には子会社の取締役も出席して、当社グループの財務報告に係る内部統
制の整備を行う。

④　監査室は、子会社に対して、業務について適法性、妥当性の観点から内部監査を行う。
⑤　法令遵守の実効性を高めるため、当社グループの内部通報制度を整備する。
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⑹　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項

①　監査役の業務を補助するための適切な人材を配置する。
②　監査役の職務を補助すべき使用人の任命、異動、評価などの決定については、監査役の事前

の同意を得ることとする。
③　監査役の職務を補助すべき使用人には、監査役の指示による調査の権限を認める。

⑺　当社の監査役への報告に関する体制
イ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
①　取締役及び使用人は、取締役会または経営執行会議などにおいて、随時その業務の執行状況

を監査役に報告する。また、監査役は必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求める
ことができる。

②　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、または、職務執行に関
する不正行為、法令・定款に違反する重大な事実などを発見した場合は、速やかに監査役に
報告する。

③　監査室は、「内部通報規則」による通報の状況を速やかに報告する。

ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれらの者から報告を受け
た者が当社の監査役に報告するための体制

①　監査役は必要に応じて子会社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。
②　当社グループの取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、または、

職務執行に関する不正行為、法令・定款に違反する重大な事実などを発見した場合は、速や
かに監査役に報告する。

③　監査室は、当社グループの「内部通報規則」による通報の状況を速やかに監査役に報告する。

⑻　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

①　当社は、監査役へ報告をしたことを理由として当社グループの役職員に対し、不利益となる
取扱いを行わない。

②　当社グループの「内部通報規則」において、当該通報をしたことを理由として通報者を解雇
その他いかなる不利益な取扱いも行わない旨を明記する。
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⑼　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
①　当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用に対し、予算枠を設ける。
②　監査役が必要に応じて会計監査人・弁護士などの外部専門家に相談する場合、その費用を負

担する。

⑽　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　代表取締役と定期的な会合を通じ、相互認識を深める。
②　会計監査人とは、監査計画の報告を受け、監査立会い及び適時に意見や情報の交換を実施す

るなどの連携を行う。
③　監査室とは、緊密な連携を保ち監査の効率を高める。

[業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要]
　当期における業務の適正を確保する体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。
⑴　コンプライアンスについて

・　コンプライアンス強化を目的に、各種の社内規則の改訂・整備を行ったほか、代表取締役社
長を委員長とした「コンプライアンス委員会」の下に、労働関係などの分科会を設置し、そ
の活動状況を毎月開催される業務執行会議で報告いたしました。各分科会は社内研修を通じ
た教育活動、社内調査の実施及びその指摘事項の対応などを行いコンプライアンスの徹底を
図りました。

・　「内部統制推進委員会」は、５回開催されました。また、評価者に対して内部統制の整備運
用評価の教育を２回実施しました。

・　当社及び子会社の全役職員に対して「ハイマックス企業行動基準」を記載したカードを配布
し浸透を図りました。

・　「内部通報規則」を定め、法令順守の実効性を高めております。内部通報の窓口は、社内に
加え、外部の弁護士事務所を社内から独立した窓口として設置しております。取締役会には、
定期的に、また、必要に応じて運用状況等を報告いたしました。

⑵　リスク管理について
・　自社及び顧客に関連する情報資産に対して適切な安全対策を実施し厳格に保護することが最

も重要であると認識し、「ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）」及び「プ
ライバシーマーク」の認証を継続するとともに、拠点のセキュリティ点検及び運用ルールの
見直し等を実施しました。また、全役職員に対して、情報セキュリティ教育及び試験を実施
し知識の向上と意識づけの強化を図りました。
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・　システム開発については、受注前に各種のリスクを踏まえた受注判定会議による受注の可否
判断を行った上で、見積審査会の承認（決裁規則に基づき高額等の場合は、取締役会決議）
を経る等、事前のリスク管理の強化・徹底を図りました。また、受注後、特に難易度の高い
案件等を重点プロジェクトと選定し、その推進状況を毎月の業務執行会議等で報告し、対応
策の指示及びその進捗管理を行うことにより、損失の危険の回避または最小化を図りました。

・　「危機管理規則」に基づき、大規模災害発生時を想定した社内情報システムのバックアップ
二重化体制を実施しております。また、全役職員を対象に「安否情報確認訓練」を２回実施
しました。なお、新型コロナウイルスへの対応については、社長を本部長とする対策本部を
設置し、当該本部が定めた対応の基本方針を徹底するとともに、逐次、状況把握ができる体
制を構築、在宅勤務の推進やオンライン会議の活用、飛沫防止パネルの設置など感染防止の
ための環境を整備し事業継続しました。

⑶　取締役の職務執行について
・　取締役会は当期において17回開催され、法令・定款に定められた事項及び「取締役会規則」

並びに「決裁規則」に基づき、上程された審議事項、報告事項、意見交換事項について活発
な審議・意見交換を行いました。

・　当期において社外取締役及び監査役を構成員とする会議を１回開催し、情報交換及び認識共
有を図るとともに、取締役会の運営状況につき議論いたしました。

・　当期において経営執行会議及び業務執行会議は、12回開催いたしました。

⑷　監査役の職務執行について
・　当期において監査役会は、16回開催いたしました。各監査役から監査に関する重要な事項に

ついて報告を受け、協議・決議を行っております。また、代表取締役と定期的な意見交換や
社外取締役、会計監査人及び内部監査部門との連携を行ったほか、常勤監査役は、経営執行
会議及び業務執行会議など重要会議に出席し、監査の実効性向上を図りました。

⑸　子会社の管理について
・　当社役職員は、当社子会社の取締役に３名、監査役に１名が就任しております。
・　上記の「コンプライアンス委員会」及び「内部統制推進委員会」並びに「業務執行会議」に

は、子会社の取締役も出席し、当社グループとして実効性のある連携及び運営を行いました。
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連結株主資本等変動計算書 ＜2020年４月１日から2021年３月31日まで＞
（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 689 666 7,576 △883 8,047
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △244 △244
親会社株主に帰属する当期
純利益 937 937

自己株式の取得 △192 △192
自己株式の処分 △707 748 41
利益剰余金から資本剰余金
への振替 707 △707 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － △0 △14 556 542
当期末残高 689 666 7,561 △327 8,589

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 3 38 42 8,089
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △244
親会社株主に帰属する当期
純利益 937

自己株式の取得 △192
自己株式の処分 41
利益剰余金から資本剰余金
への振替 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △1 △15 △15 △15

連結会計年度中の変動額合計 △1 △15 △15 526
当期末残高 3 24 26 8,615

（注）　記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

－ 6 －
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　１社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社エスビーエス

⑵　持分法の適用に関する事項
該当ありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法を採用しております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年
度対応分を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づ
き計上しております。

ニ．受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における
受注契約に係る損失見込額を計上しております。

ホ．プログラム補修引当金　　　　プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率により
将来発生見込額を計上しております。
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④　重要な収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗
率の見積りは原価比例法）を採用しております。

ロ．その他の契約については完成基準を採用しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

（退職給付見込額の期間帰属方法）
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法）
過去勤務費用については、発生した連結会計年度において一括費用処理しております。
数理計算上の差異については、翌連結会計年度において一括費用処理することとしております。

ロ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当
連結会計年度の費用として処理しております。
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２．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 6,206,496株 6,206,496株 －株 12,412,992株
（注）当社は、2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、発行済株式の総

数が6,206,496株増加しております。

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2020年６月19日開催の第44期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 122百万円
・１株当たり配当金額 25円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月22日

ロ．2020年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 122百万円
・１株当たり配当金額 25円
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月２日

（注）2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当
額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2021年６月18日開催の第45期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 144百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 12円50銭
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月21日
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３．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については預金等に限定し、資金調達については全て自己資金にて運営して
おり、外部からの調達は行っておりません。また、投機的なデリバティブ取引は行わない方針でありま
す。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グルー
プの与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状
況を１年ごとに把握する体制としています。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性
リスクを管理しております。

③　信用リスクの集中
当連結会計年度末における営業債権のうち25％が特定の大口顧客に対するものであります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 6,361 6,361 -
② 売掛金 2,339 2,339 -
③ 長期預金 1,100 1,100 -
④ 買掛金 646 646 -

（注）金融商品の時価の算定方法
①　現金及び預金、②　売掛金、④　買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま
す。

③　長期預金
満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金金利
で割り引いた現在価値により算定しております。
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４．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 745円35銭
⑵　１株当たり当期純利益 94円81銭

（注）「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」は、当連結会計年度に行いました株式の分割が当
連結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。
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株主資本等変動計算書 ＜2020年４月１日から2021年３月31日まで＞
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 689 666 0 666 66 4,678 2,233 6,977 △883 7,448
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △244 △244 △244
当期純利益 898 898 898
自己株式の取得 △192 △192
自己株式の処分 △707 △707 748 41
利益剰余金から資
本剰余金への振替 707 707 △707 △707 -
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) -

事業年度中の変動額合計 - - △0 △0 - - △53 △53 556 503
当期末残高 689 666 0 666 66 4,678 2,180 6,924 △327 7,951

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 3 3 7,452
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △244
当期純利益 898
自己株式の取得 △192
自己株式の処分 41
利益剰余金から資
本剰余金への振替 -
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △1 △1 △1

事業年度中の変動額合計 △1 △1 502
当期末残高 3 3 7,954

（注）　記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式　総平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

ロ．貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（最長５年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度対
応分を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計
上しております。

④　受注損失引当金　　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注
契約に係る損失見込額を計上しております。

⑤　プログラム補修引当金　　　　　プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率により
将来発生見込額を計上しております。

⑥　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用については、発生した事業年度において一括費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、翌事業年度において一括費用処理する
こととしております。
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⑷　収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗率の
見積りは原価比例法）を採用しております。

ロ．その他の契約については完成基準を採用しております。
⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未
処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象
外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しておりま
す。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 2百万円
②　短期金銭債務 21百万円

⑵　取締役、監査役に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　長期金銭債務 9百万円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高は次のとおりであります。
①　仕入高 198百万円
②　営業取引以外の取引高 6百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,333,432株 1,489,107株 1,967,925株 854,614株
(注)１．当社は、2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の自己株式の数の増加1,489,107株は株式分割による増加1,333,432株、自己株式取得による
増加154,055株、単元未満株式の買取りによる増加1,620株であります。

３．普通株式の自己株式の数の減少1,967,925株は株式報酬による減少41,200株、株式無償割当てによる
減少1,926,665株、単元未満株式の買増による減少60株であります。
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 185百万円
減価償却超過額 10百万円
未払事業税 22百万円
退職給付引当金 98百万円
長期未払金（役員・執行役員退職慰労金） 3百万円
その他 64百万円

繰延税金資産小計 382百万円
評価性引当額 △11百万円
繰延税金資産合計 371百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △0百万円
繰延税金負債合計 △0百万円

繰延税金資産の純額 371百万円

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.3%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3%
役員賞与引当金 0.8%
住民税均等割等 0.2%
その他 △0.1%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.5%

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 688円16銭
⑵　１株当たり当期純利益 90円89銭

（注）「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」は、当事業年度に行いました株式の分割が当事業
年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。
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